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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

４．第81期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。 

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。 

 当社グループは、当第１四半期連結累計期間に用品事業において、エース工業株式会社及びＰＩＡＡ ＣＯ., ＵＳ

Ａの重要性が増したため、連結の範囲に含めております。 

 また、健光實業股份有限公司は清算結了したことにより、持分法適用の範囲から除外しております。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第81期

第１四半期連結 
累計期間 

第82期
第１四半期連結 

累計期間 
第81期 

会計期間 
自平成22年４月１日
至平成22年６月30日 

自平成23年４月１日
至平成23年６月30日 

自平成22年４月１日
至平成23年３月31日 

売上高（百万円）  22,922  16,732  92,547

経常利益又は経常損失（△） 

（百万円） 
 26  △315  3,943

四半期純損失（△）又は当期純利益 

（百万円） 
 △425  △787  615

四半期包括利益又は包括利益 

（百万円） 
 △981  △661  257

純資産額（百万円）  14,576  14,975  15,684

総資産額（百万円）  72,949  67,323  68,538

１株当たり四半期純損失金額（△）又は

１株当たり当期純利益金額（円） 
 △4.44  △8.21  6.42

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％）  16.9  18.7  19.4

２【事業の内容】
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 当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。  

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。 

（１）業績の状況 

 当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、東日本大震災の影響によるサプライチェーンの寸断や計画停電

等により、生産活動が停滞する厳しい状況となりました。その後、サプライチェーンの回復により持ち直しの兆しを

見せましたが、電力不足の懸念、為替変動など先行きの不透明な状況が続いております。世界経済においても、欧米

における財政問題の深刻化、中国における景気停滞懸念などの不安定要素があり、予断を許さない状況となっており

ます。 

 当社グループが属する自動車業界におきましては、震災によるサプライチェーンの寸断や計画停電の影響を受けた

こと等により、当第１四半期における自動車生産台数が前年同期比で30％を超えて減少するなど、非常に厳しい状況

となりました。 

 このような環境の下、当社グループは、強固な企業体質を目指し、利益確保を最優先にグループ一丸となって、よ

り一層の経費低減をはじめ、あらゆる合理化に取り組んでまいりました。しかしながら、当第１四半期連結累計期間

において、売上高は16,732百万円（前年同期比27.0％減）、営業損失は469百万円（前年同期は営業利益172百万

円）、経常損失は315百万円（前年同期は経常利益26百万円）となりました。四半期純損失は、早期退職優遇制度の

実施に伴う退職特別加算金192百万円を特別損失に計上したこと等により、787百万円（前年同期は四半期純損失425

百万円）となりました。 

  

 セグメントの業績は次のとおりであります。 

①自動車部品事業 

 自動車部品事業におきましては、震災、計画停電等の影響により自動車生産台数が減少し、売上高は14,542百万円

（前年同期比28.2％減）、営業損失は356百万円（前年同期は営業利益256百万円）となりました。 

②用品事業 

 用品事業におきましては、売上高は1,534百万円（前年同期比7.0％減）、営業損失は146百万円（前年同期は営業

損失3百万円）となりました。 

③その他事業 

 その他事業におきましては、売上高は1,699百万円（前年同期比33.3％減）、営業利益は36百万円（前年同期比

58.2％増）となりました。 

  

（２）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

（３）研究開発活動  

 当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、1,067百万円であります。 

 なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

  

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  200,000,000

計  200,000,000

種類 
第１四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成23年６月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成23年８月８日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  96,036,851  96,036,851
東京証券取引所 

市場第一部 

単元株式数 

1,000株  

計  96,036,851  96,036,851 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成23年４月１日～

平成23年６月30日 
 －  96,036,851  －  8,929  －  2,261

（６）【大株主の状況】
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 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成23年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

 該当事項はありません。  

  

（７）【議決権の状況】

  平成23年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 －  － －  

議決権制限株式（自己株式等） － － －  

議決権制限株式（その他） －  －  －  

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    122,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   95,608,000  95,608 －  

単元未満株式 普通株式    306,851 － － 

発行済株式総数  96,036,851 － － 

総株主の議決権 －  95,608 － 

  平成23年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

市光工業株式会社 
神奈川県伊勢原市板戸 

80番地 
 122,000  －  122,000  0.13

計 －  122,000  －  122,000  0.13

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日から

平成23年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 13,717 14,628

受取手形及び売掛金 13,648 13,166

有価証券 8 8

商品及び製品 3,177 3,703

仕掛品 1,170 1,268

原材料及び貯蔵品 2,243 2,226

繰延税金資産 80 69

その他 3,513 2,029

貸倒引当金 △223 △235

流動資産合計 37,336 36,867

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 8,099 7,994

機械装置及び運搬具（純額） 5,450 5,181

工具、器具及び備品（純額） 1,346 1,213

土地 3,968 3,966

リース資産（純額） 4,870 4,223

建設仮勘定 763 1,097

有形固定資産合計 24,499 23,676

無形固定資産 286 282

投資その他の資産   

投資有価証券 3,822 3,736

繰延税金資産 151 131

その他 2,471 2,659

貸倒引当金 △28 △29

投資その他の資産合計 6,416 6,497

固定資産合計 31,202 30,456

資産合計 68,538 67,323
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 12,454 11,221

短期借入金 2,455 2,354

1年内返済予定の長期借入金 6,702 7,564

リース債務 2,610 2,374

未払法人税等 375 213

未払費用 1,574 2,104

製品保証引当金 1,496 1,560

役員賞与引当金 15 3

環境対策引当金 1,604 1,600

その他 1,337 1,584

流動負債合計 30,627 30,582

固定負債   

長期借入金 11,720 11,524

リース債務 2,457 2,038

退職給付引当金 7,321 7,493

資産除去債務 223 223

繰延税金負債 73 76

その他 431 409

固定負債合計 22,227 21,765

負債合計 52,854 52,348

純資産の部   

株主資本   

資本金 8,929 8,929

資本剰余金 2,708 2,708

利益剰余金 4,117 3,338

自己株式 △30 △30

株主資本合計 15,725 14,946

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △135 △116

為替換算調整勘定 △2,325 △2,222

その他の包括利益累計額合計 △2,460 △2,339

少数株主持分 2,419 2,368

純資産合計 15,684 14,975

負債純資産合計 68,538 67,323
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

売上高 22,922 16,732

売上原価 19,621 14,502

売上総利益 3,300 2,229

販売費及び一般管理費 3,128 2,699

営業利益又は営業損失（△） 172 △469

営業外収益   

受取利息 18 18

受取配当金 47 48

持分法による投資利益 － 148

固定資産賃貸料 83 81

その他 116 72

営業外収益合計 266 368

営業外費用   

支払利息 151 126

固定資産賃貸費用 23 23

為替差損 10 41

持分法による投資損失 169 －

その他 57 23

営業外費用合計 412 214

経常利益又は経常損失（△） 26 △315

特別利益   

固定資産売却益 30 5

その他 － 0

特別利益合計 30 5

特別損失   

固定資産処分損 17 14

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 215 －

退職特別加算金 － 192

関係会社清算損 － 125

その他 － 45

特別損失合計 232 377

税金等調整前四半期純損失（△） △175 △687

法人税等 156 71

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △332 △758

少数株主利益 93 28

四半期純損失（△） △425 △787
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △332 △758

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △489 20

為替換算調整勘定 △169 △101

持分法適用会社に対する持分相当額 10 179

その他の包括利益合計 △649 97

四半期包括利益 △981 △661

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △1,026 △666

少数株主に係る四半期包括利益 44 5
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１ 受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高  

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び前第１四半期連結累計期間に係る

四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費

（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおりであります。 

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

当第１四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

（１）連結の範囲の重要な変更 

 当第１四半期連結会計期間より、エース工業株式会社及びＰＩＡＡ ＣＯ., ＵＳＡは重要性が増したため、連結の

範囲に含めております。 

  

（２）持分法適用の範囲の重要な変更  

 当第１四半期連結会計期間において、健光實業股份有限公司は清算結了したことにより、持分法適用の範囲から除

外しております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第１四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

１．税金費用の計算  

 税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調整前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

 ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率

を使用する方法によっております。  

【追加情報】

当第１四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）  

 当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤

謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

  

  

前連結会計年度 

（平成23年３月31日） 

当第１四半期連結会計期間 

（平成23年６月30日）  

 受取手形割引高   219 百万円  197 百万円 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  

前第１四半期連結累計期間 

（自 平成22年４月１日  

   至 平成22年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 

（自 平成23年４月１日  

   至 平成23年６月30日） 

 減価償却費   1,324 百万円  1,527 百万円 

 のれんの償却額 89    －   
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Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、産業用ロボット製造事業、

自動車部品用原材料輸出入事業及びグループ内福利厚生事業等を含んでおります。 

   

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）  

  

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、産業用ロボット製造事業、

自動車部品用原材料輸出入事業及びグループ内福利厚生事業等を含んでおります。 

   

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）  

  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

           （単位：百万円）

  
 報告セグメント 

その他 合計  
自動車部品 用品  計  

売上高  

外部顧客への売上高 20,188 1,650 21,838  1,083 22,922

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
  66   0   66   1,465   1,532

計 20,255 1,650 21,905  2,548 24,454

セグメント利益又は損失（△） 256 △3 253  23 276

  （単位：百万円）

利益  金額 

報告セグメント計 253

「その他」の区分の利益 23

セグメント間取引消去 △14

のれんの償却額 △89

四半期連結損益計算書の営業利益 172

           （単位：百万円）

  
 報告セグメント 

その他 合計  
自動車部品 用品  計  

売上高  

外部顧客への売上高 14,499 1,534 16,034  698 16,732

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
  42   0   42   1,001   1,044

計 14,542 1,534 16,076  1,699 17,776

セグメント利益又は損失（△） △356 △146 △502  36 △466

  （単位：百万円）

利益  金額 

報告セグメント計 △502

「その他」の区分の利益 36

セグメント間取引消去 △3

負ののれんの償却額 0

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △469
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 １株当たり四半期純損失金額（△）及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額（△）であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

（１株当たり情報）

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

１株当たり四半期純損失金額（△） 円 銭 △4 44 円 銭 △8 21

（算定上の基礎）     

四半期純損失金額（△）（百万円）  △425  △787

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純損失金額（△）

（百万円） 
 △425  △787

普通株式の期中平均株式数（千株）  95,917  95,914

（重要な後発事象）

当第１四半期連結会計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

（退職給付制度の移行）  

 当社は、平成23年７月に適格退職年金制度について確定拠出年金制度及び確定給付年金制度へ移行することを、

平成23年５月27日開催の取締役会において決議し、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準

適用指針第１号 平成14年１月31日）を適用する予定であります。 

 なお、退職給付制度の移行に伴う退職給付制度終了損につきましては、現在算定中であります。 
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 該当事項はありません。 

  

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】

- 14 -



  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成23年８月８日

市光工業株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 榊  正壽  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 内藤 哲哉  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている市光工業株式会

社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平成

23年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。 

  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。  

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。  

  

監査人の結論  

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、市光工業株式会社及び連結子会社の平成23年６月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。 

  

利害関係  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。  

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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